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: 【令和2年度】部門別実施具体策 ］ 
特
集

営農対策課
■「おおいた園芸 ・ 未来プロジェクト会議」を核とした水田 ・ 未

利用農地等への園芸品H導人による生産拡大へ向けた取
り組み

■ 「九州ブロック労働力支援協議会」と連携した労働力支援
の取り組みの拡充と産地振興

■ TACおよび県域担い手サポートセンターと連携した出向
く体制の強化

■残留農薬分析 ・ 上壌分析診断をはじめとした 食の安全確
保 ・高品質生産に向けた取り組み

直販課
■ eコマース事業（ふるさと納税、 JAタウン等）の拡充および

大分県産飲料の推進強化
■直営飲食店舗「カフェ＆ダイニングみのりみのる」の情報発

但力の強化
■全農グループ一体的な商品開発および販売チャネルの開拓

畜産部 ］ 

l 

［ 営農開発部 ］ 

畜産課・食肉販売課

■各種事業や JA グループ大分独自対策の活用による甚盤

維持 ・拡大支援

■飼養管理技術指導や既存購買者との取引強化および新規

購買者の開拓による家畜市場取引の安定化

■ 「おおいた豊後牛」のブランドカ向上 ・ 販路拡大および交雑

牛ブランド「おおいた豊美牛」の PR強化による取扱拡大

■外食業態等を通じた県産豚肉 ・鶏肉の販路拡大

■「『全国和牛能力共進会』種牛の部日本一」をふまえた販促

活動の実践による「おおいた豊後牛」の認知度向上および

「肉の日」等のイベントを通じた消費拡大の取り組み

［ 管理部 l 
■広報誌やホ ームページ、各種メディアを通じた自己改革の

取り組みの見える化

■SR活動強化による農業および本会 ・ JAグループの認知 ・

理解度の向上

■総代巡回説明や県本部運営委員会などを通じて会員 JA

の意見を汲み上げる現場に根ざした事業運営

■頂点管理すべきリスクヘの対応や 一斉事業点検を基点と

したコンプライアンス態勢の維持 ・強化

■人材育成への取り組み強化と業務の標準化 ・ 効率化に向

けた態勢づくり

，
米穀園芸部 l 

米麦課
■生産者にメリットのある米穀事業方式（出来秋一括方式、

集荷後価格決定方式、都度買取方式等）の辰開および取扱
数量の拡大

■パールライス卸など主要パートナー卸と連携し、実需者まで
結びついた県産米の直接販売の拡大と安定的取引の確保

■需要に応じた生産と業務用多収性品種等の作付提案によ
る契約的栽培の拡大

■県行政等と連携した麦 ・ 大豆における単収ならびに品質向
上の取り組み

園芸販売課
■「大分青果センター」を活用した産地と消費地を効率的につ

なぐ物流体制整備
■パートナー市場と連携した青果物直接販売の拡大
■海外輸出における新規輸出先の確保 ・拡大

ト 資材部 ］ 
肥料農薬課•生産資材課・農業機械課

■トー タル生産コストの低減に向けた肥料の銘柄集約·共

同購入トラクタ ーの推進 ・ 段ボール箱の規格集約等の取

り組み

■肥料満車直送や農薬担い手直送規格の普及 ・ 拡大、農機

レンタルの拡充などの省カ ・低コスト資材の推進強化

■労働力支援と連携した農作業支援の検討や農業 ICT を活

用した実証試験の実践、 TACと連携した推進体制の強化

ガス課

■保安指導の計画的実施による JA グループの LP ガス保安

休制強化

■光合成促進機設岡等による営農用エネルギーの取り組み

強化

ト 九州広域事業所 ］ 
施設
■地域に適した農業施設等産地インフラの整備、再編の支援
■組合員が所有する戸建住宅を対象としたリノベーション等

石羞
提案

■石油供給体制維持を目的としたマスタープラン実践とSS

運営力強化
■営農用燃料油（免税軽油 ・農林礁業用A重油）の新規利用

生尉
■ 「JAくらしの宅配便」を活用した全農ブランド商品 ・エーコ

ープマ ーク品など国産農畜産物を主原料とした商品の供
給拡大

■ JA葬祭事業の基盤強化、各種研修会による JA葬祭のレ
ベルアップ

■農泊事業開始に向けての休制整備および他部門との連携
強化

（ 大分県本部令和 2 年度事業計画 ）
県本部基本方針.............................................................................................................................

3 か年計画（令和元年度～ 3 年度）の 2 年日となる令和 2 年度計画は、自己改革の取り組みを加速するとと

もに、 「 5 年後、 10年後を見据えた本会のめざす方向」を具現化するため、全農全体の 5 つの最重点事業施策を

基本とした具体策を引き続き実践します。

稼働 2 年目となる 「大分青果センタ ー」では、効率的な物流体制の整備に加え、九州地区における広域的なス

トックポイント機能発揮に向けた検討をすすめます。

生産振興においては、 「九州ブロック労働力支援協議会」を活用した労働力支援の強化や、 「スマート農業」を

はじめとした ICT 等を活用した実証、水田 ・ 未利用農地等への園芸品目導入支援など、 JA ・ 行政等関係機関

と連携した取り組みを拡充していきます。

最重点取リ組み事項・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

事業名 取組内容

1 ．労働力支援の取り組み拡充と部門間連携の強化

土ヽ�tヽ 通
2. 「県域担い手サポー トセンター」との連携による出向く体制のさらなる強化
3 ．消費者に直接訴求する e コマースや飲食店舗を軸とした直販事業の拡充
4 ．農業 ICT を活用した実証など生産振興に資する新たな取り組み

米 穀
1 ．生産者にメリットのある米穀事業方式の展開と集荷数量 ・ 買取販売の拡大
2 ．業務用需要に対応した多収性品種の作付提案による契約的栽培の拡大

園
’’ 

1. 「大分青果センター」の安定稼働による効率的な物流体制の整備
コ

2. 「おおいた園芸 ・ 未来プロジェクト会議」による水田 ・ 未利用農地等への園芸品目導入支援

玄EEi 産
1. 「おおいた豊後牛」 「おおいた豊美牛」の PR 強化 ・ ブランドカの向上 ・ 販路拡大
2 ．関係機関と連携した生産基盤維持の取り組み

1. トータル生産コスト低減に向けた省カ ・低コスト資材等の普及 ・拡大
生産資材 2 ．農家手取り最大化に向けたモデル JA ・ 経営体との取り組みの水平展開

3 ．将来を見据えた事業体制整備の検討

ガ ス 1 ．エネルギー事業における事業体制整備の検討

県本部..............................................................................................................................................
eコマース事業の拡充や、生産振興による面積拡大を見越した園芸事業における増加等を見込み、612億円

を計画します。
（単位：百万円、％）

［特記事項］

経営計画に記載している金額は、以下の基準で表示を
しています。
l．消費税については、税抜表示です（以下同じ）。
2．端数処理については、取扱高は四捨五人、取扱高以

外は切り捨て表示としており、合計等が一致しないこ
とがあります（以下同じ）。

3．実績比については、四捨五人で表示をしています
（以下同じ）。

事業 2 年度計画 30年度実績 実績比

営農開発部 1,325 826 160 

米穀園芸部 27,514 24,930 110 

畜 産 部 18,432 18,898 98 

資 材 部 8,648 8,622 100 

広域事業所 5,326 4,759 112 

合 計 61,245 58,035 106 
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